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能登半島地震により，七尾港の各岸壁は多大な被害を受けた．大田地区の 2 号岸壁及び同地

区の物専岸壁は，概ね同時期に建設され構造が同じ矢板式であるにもかかわらず，地震時の被

害に大きな差が生じた．そのため，現地調査により被害状況を検証し，液状化対策の有無や控

え構造の違い，土質特性に着目し，地震時挙動と被害の差の要因について検討を行った．次に， 
2 次元地震応答解析により岸壁の地震時挙動と変形を再現した．また,健全度評価では現地調査

結果から推定する方法と再現解析による結果を比較し,その妥当性を検討した. 
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1. はじめに 
 
令和 6年 1月 1日 16時 10分，石川県能登地方（北緯

37.5度，東経137.3度，深さ16km）を震源とするMj7.6の

大規模地震（能登半島地震）が発生した．七尾港におい

ても震度 6弱以上が観測され，港湾施設は多大な被害を

受けた（図-1参照）．七尾港の中でも大きく被災を受け

た大田地区の連続岸壁（物専岸壁及び 2号岸壁（B区，

C 区））については，岸壁や工区によって岸壁法線の変

位量の度合いに大きな差が見られた． 

本稿では，まず，地震後に行われた目視調査，深浅測

量，陸上測量結果をもとに各岸壁の被災状況を整理し，

そして，その結果と各岸壁の液状化対策の有無や控え構

造の違い，土質特性に着目し，岸壁や工区によって法線

の変位量が異なる要因について検討を行った．次に，能

登半島地震の再現地震動を使用した 2次元地震応答解析

を実施し，適切なパラメータを設定することで両岸壁の

地震による挙動と変形を再現できることを示した．また，

潜水による詳細調査結果から前面矢板の曲げモーメント

を推定する方法を示し，この推定結果と再現解析結果か

ら部材の健全度評価を行った．最後に推定法と再現解析

による曲げモーメントの比較を行い，両者の結果が概ね

整合することから健全度評価結果が妥当であることを示

した．本稿で示す健全度評価までのフローを図-2に示す． 

 

 
図-1 七尾港大田地区の被災状況  

 

図-2 健全度評価までの検討フロー 

 

2. 対象施設の概要 
 

対象施設は，七尾港大田地区物専岸壁（-10m）と 2号

岸壁（-10m）であり，平面図を図-3に，各岸壁の断面図

を図-4に示す．物専岸壁はA区とB区，2号岸壁はB区

とC区に分かれている.   
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図-3 七尾港大田地区物専岸壁と 2号岸壁平面 

 

(a) 物専岸壁A区 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 2号岸壁B区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 2号岸壁C区 

図-4 標準断面図 

 

また，対象施設は断面ごとに土質や構造に違いがある

ため，詳細を以下に記述する． 

A区は As層が出現するが，B区は As層が出現せず，

沖積層が全て Ac 層である．本検討では，後述するが，

As 層の液状化特性を詳細に検討する必要があったため，

物専岸壁の検討断面として As層が存在する A 区を採用

しており，図-4(a)では A区の断面を示している．物専岸

壁と 2号岸壁B区はどちらも控え直杭式鋼矢板岸壁であ

り，控え工は 2本杭の直杭である．  

ただし，2号岸壁 B区は，液状化対策を目的として岸

壁法線より海側の置換砂地盤にサンドコンパクションパ

イル工法（SCP），陸側の置換砂地盤にロッドコンパク

ション工法（RCP）による地盤改良を行っている．どち

らも改良率は 20％であり，改良後の N 値は設計上同値

（N=16）に設定されている．床掘置換は軟弱な沖積層

（As及び Ac層）に対して実施し，砂に置き換えている．

置換砂の下の地盤については，物専岸壁はAs層，2号岸

壁 B区は堅固な Ts-1層となっている．一方，2号岸壁 C

区は，その他の工区と異なり，控え組杭式矢板岸壁を採

用している．また，C区は比較的堅固な洪積層（Dc層）

が厚く堆積しており，2号岸壁 B区と比べて置換砂の層

厚が薄い． 

 

3. 岸壁の被災状況 
 
(1) 物専岸壁の詳細な被災状況 

物専岸壁の被災状況は岸壁法線のはらみ出し，エプロ

ン舗装の沈下，控え上部工の傾斜などが確認された. 

（図-5参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 物専岸壁の被災状況 

上部工のはらみ出し（最大1.7m程度） 液状化によるエプロン・ヤード舗装の沈下 

エプロンの沈下（最大0.4m程度） 

エプロン舗装と背後ヤード舗装の間に段差 
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(2) 2号岸壁の詳細な被災状況 

2 号岸壁の被災状況は,B 区の岸壁法線の水平変位,B 区

背後ヤード舗装の液状化による沈下などが確認された．

（図-6参照） 

 

図-6 2号岸壁B区の被災状況 

 

(3) 岸壁及び工区による水平変位量の差とその要因 

図-7（左）に岸壁法線の変位量（プラスが海側への変

位）を示すが，物専岸壁ではA区最大 1.2m程度，B区 

最大1.7m程度，2号岸壁ではB区最大0.3m程度，C区最

大 0.02m 程度となっており，2 号岸壁と物専岸壁では岸

壁法線の変位量に大きな差が見られた．この要因につい

て考察する． 

図-7（右）の写真に被災後の物専岸壁及び 2 号岸壁の

岸壁エプロン部及びその背後のヤード部の状況を示す．

写真に示すように，物専岸壁のエプロン部及びその背後

のヤード部では噴砂といった液状化の痕跡が確認できる．

一方，2 号岸壁では，ヤード部で噴砂など液状化の痕跡

が確認できるものの，エプロン部では噴砂などの液状化

の痕跡は確認されなかった．この理由は，2 号岸壁では

エプロン部に RCP による液状化対策が施されていたた

めと考えられる．このことから，物専岸壁では液状化対

策が実施されていなかったため，地盤が液状化して矢板

に泥土圧が作用して岸壁法線が大きく変位したが，2 号

岸壁では SCP や RCP による液状化対策が実施されてい

たため，岸壁法線は大きく変位せず，2 号岸壁と物専岸

壁で岸壁法線の変位量に大きな差が発生したと考えられ

る． 

一方，2号岸壁B区とC区でも岸壁法線の変位量に差

が見られ，2号岸壁C区は岸壁法線の変位量は極めて小

さい．この理由についての考察は後述する． 

 

図-7 岸壁法線の水平変位量と液状化状況 

 
 
4. 被災した岸壁の再現解析 

 
(1) 解析条件 

解析に用いる地震動は，国立研究開発法人 海上・港

湾・航空技術研究所にて作成された当該岸壁位置での再

現地震動 1)を利用した．再現解析は,被災した物専岸壁 A

区と 2号岸壁 B区,C区を対象とし，2次元地震応答解析

により行った．2 次元地震応答解析には解析コード

FLIP2)を利用した．解析メッシュ図を図-8 に示す．地盤

パラメータは現在 FLIP で用いられている一般的な設定

法 3)で設定した．  

 

 

 

 

(a) 物専岸壁A区 

 

 

 

 

(b) 2号岸壁B区 

 

 

 

 

 

(c) 2号岸壁C区 

図-8 解析メッシュ図 

‐0
.50

0.
51

1.
52

0
10

0
20

0
30
0

40
0

⽔平変位量(m)

物
専
岸
壁
端
部
か
ら
の
距
離
(m

)

置換砂 

As As 

Ac 

As 

Ts-1 Ts-1 Ts-1 

置換砂 RCP 裏込石 
Dｃ 

Dｃ D

ｃ 
Ds Ds 

Ts-1 Ts-1 

背後ヤード舗装の沈下 

液状化による 

背後ヤード舗装の沈下 

岸壁法線の変位 

（最大0.3m） 

上部工背後の沈下 

（最大0.2m） 

2号岸壁C区 

2号岸壁B区 

物専岸壁 B

物専岸壁 A

：液状化跡（噴砂） 

SCP As  

Ts-1 Ts-1 Ts-1 

As 

Ac RCP 
置換砂 置換砂 

上部工・付帯施設の損傷 

岸壁法線の変位（0.3m程度） 

液状化によるヤード舗装の沈下 

エプロンの沈下（0.2m程度） 



 

 

(2) 物専岸壁A区の再現解析 

物専岸壁A区のAs層はN65＝13（N65：等価N値 5 )），

F c＝47.3％であって，砂地盤にしては細粒分が多く，港

湾構造物設計事例集 4)に示されている方法で液状化判定

を行うと，液状化しない判定となる．よって，液状化を

表現するパラメータを設定すると，岸壁の変位量を過大

評価する可能性がある．このため，As 層に対して，以

下の 2ケースで再現解析を行った． 

・Case1：液状化パラメータを設定する解析 

・Case2：液状化パラメータを設定しない解析 

Case1はAs層の地盤特性として液状化特性を設定する

解析であり，地震動の強さによっては液状化が発生する．

一方，Case2は地震動の強さによらずAs層は液状化を起

こさない解析である． 

各ケースの最大過剰間隙水圧比図を図-9に，岸壁天端

での水平変位量を表-1 に示す．Case2 の方が，実際の物

専岸壁 A 区の最大変位量 1.2m に近く，被災状況をより

再現できる結果となった． 

 
表-1 岸壁天端の水平変位量（物専岸壁A区） 

(a)  Case1 

(b) Case2 

図-9 最大過剰間隙水圧比図（物専岸壁A区） 

 

(3) 2号岸壁B区の再現解析 

2号岸壁B区においては改良率 20％の低改良のコンパ

クションが液状化対策として実施されている．また，コ

ンパクションは改良地盤がN＝16の砂地盤となるよう設

計されていたため，N＝16 の地盤として各種地盤パラメ

ータを設定した．また，標準的な設定法の場合，コンパ

クション地盤は液状化は発生しないことを前提としてい

るが，低改良でも同前提が妥当かどうかは不明であった

ため，以下の 2ケースで低改良のコンパクション地盤の

パラメータを設定した再現解析を行い，適切なパラメー

タ設定法について検討を行った． 

・CaseA：液状化パラメータを設定しない解析 

・CaseB：液状化パラメータを設定する解析 

各ケースの岸壁天端での水平変位量を表-2に示す．こ

の結果，CaseAの方が実際の被災の変位量 0.3mに近く，

被災状況の変位量を再現できた．CaseA と CaseB の最大

過剰間隙水圧比図を図-10に示すが，CaseBは置換砂層が

大きく液状化しており，図-7の液状化状況と整合してい

ない．そのため，変位量を過大評価したと考えられる． 

 

表-2 岸壁天端の水平変位量(2号B区)  

(a) CaseA 

(b) CaseB 

図-10 最大過剰間隙水圧比図（2号B区） 

 

(4) 2号岸壁C区の再現解析 

2号岸壁 C区においては，2号岸壁 B区の CaseAと同

解析条件により再現解析を行った．得られた 2号岸壁 C

区の岸壁天端での水平変位量を表-3に，過剰間隙水圧比

図を図-11 に示す．解析による水平変位量は概ね地震後

の調査による変位量と同程度となっており，2 号岸壁同

様，コンパクション地盤に液状化パラメータを設定しな

いことにより，変位量が十分に小さい状況を再現できた. 

 

表-3 岸壁天端の水平変位量(2号C区) 

 

図-11 最大過剰間隙水圧比図（2号C区） 

 

水平変位量 調査変位量

9㎝ 2cm程度2号岸壁C区

水平変位量 調査変位量 判定

CaseA 30㎝ 〇

CaseB 74㎝
30cm程度2号岸壁B区

水平変位量 調査変位量 判定

Case① 210㎝

Case② 149㎝ 〇
120cm程度物専岸壁A区



 

 

5. 調査結果による健全度の推定 

 

前面矢板については，速やかな利用可否判断を行うこ

とを目的として，潜水調査で得られた水平変位量の深度

分布をもとに曲げモーメントを推定し，推定結果と降伏

曲げモーメントを比較することにより健全度評価を行っ

た．具体的な曲げモーメント推定方法を以下に示す．ま

ず潜水調査において，前面矢板の変形量を下げ振りを基

準にして，水平器を取りつけたスタッフにより深度を変

えて計測する．次に，その結果をもとに水平変位量深度

分布の近似曲線を設定し，この近似曲線を 2階微分する

ことにより曲率を求める．最後に，前面矢板を弾性体と

仮定して，この曲率に腐食を考慮した曲げ剛性を乗じる

ことによって矢板の曲げモーメントを推定した．本推定

は，解析等を使用せずに矢板の曲げモーメント（地中部

を除く）を推定することが出来るため，比較的短期間で

前面矢板の健全度を評価することが出来る．また，近似

曲線は深度の 5次関数として設定している．これは，土

圧が深度を変数とした 1次関数で表せるとすると，曲げ

モーメントは深度の 3次関数となるため曲率も 3次関数

となり，曲率の 2階積分が水平変形量の深度分布となる

からである．近似曲線の設定と矢板の曲げモーメントの

推定結果を図-12に示す．なお, 図-12は後述する再現解

析結果を併記している. 

図-12(ⅰ)(b)に示す様に物専岸壁においては，推定によ

る矢板の曲げモーメントが降伏を超える結果となったた

め，耐力無と判断した． 

2号岸壁B区においては図-12(ⅱ)(b)に示す様に，物専岸

壁同様，推定による矢板の曲げモーメントが降伏を超え

る結果となったため，耐力無と判断した． 2号岸壁C区

においては図-12(ⅲ)に示す様に，矢板の変位量が小さい

ため，深度の 5次関数としている本検討の近似曲線は，

短い深度の変化で波打つような曲線となり，妥当な近似

曲線を設定することが出来ず，本推定法では矢板の曲げ

モーメントを評価することが出来なかった．しかしなが

ら，水深-7.5m 以上の一般的な控え組み杭式矢板式岸壁

では天端残留水平変位が 15cm 以下のとき鋼部材の応力

は降伏応力以下であるとの既往の解析結果 6)を参考に耐

力有と判断した． 

 

 

6. 推定法と再現解析の比較 
 
前面矢板の健全度評価は，上述の通り潜水調査結果か

ら曲げモーメントを推定することにより行ったが，ここ

では健全度評価の妥当性を検証するため，潜水調査結果

に基づく推定法と再現解析による前面矢板の曲げモーメ

ントの比較を行う．推定法と再現解析結果による前面矢

板の水平変位量と曲げモーメントの比較を図-12 に示す．

再現解析結果は残留変位量と最大曲げモーメントである．

また，推定法と再現解析ともに腐食量を考慮した結果で

ある． 

 

(a) 近似曲線の設定  (b) 曲げモーメントの評価 

(ⅰ)  物専岸壁A区

 

(a) 近似曲線の設定  (b) 曲げモーメントの評価 

(ⅱ)  2号岸壁B区 

 

(a) 近似曲線の設定  (b) 曲げモーメントの評価 

(ⅲ)  2号岸壁C区 

図-12 前面矢板の耐力評価 

 

物専岸壁A区では，潜水調査結果に基づく推定法によ

る矢板の曲げモーメントが再現解析と比べて大きいが，

これは再現解析では前面矢板を全塑性モーメントを上限

としたバイリニア型の梁としてモデル化しているが，推

定法では曲率に曲げ剛性を乗じているので全塑性モーメ

ントを超過した結果が表示されるためである．矢板の曲

げモーメントは降伏を超え，全塑性に達するとそれ以上

大きくはならないが，本推定法はこれを考慮できないた

め，降伏曲げモーメントと比べて非常に大きな値となっ

ている．推定法と再現解析ともに降伏を超える曲げモー

メントが発生しており，推定法と再現解析結果は概ね整
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合している． 

2号岸壁 B区においては，物専岸壁同様，潜水調査結

果に基づく推定法が矢板の降伏を考慮できないため，再

現解析結果と比べて大きな曲げモーメントとなっている．

再現解析結果も降伏に近い曲げモーメントが発生し，推

定法と再現解析結果は概ね整合している． 

2号岸壁 C区においては，矢板の変位量が小さいため，

近似曲線を設定することが出来ず，潜水調査結果に基づ

く推定法では矢板の曲げモーメントを評価することが出

来なかったが，再現解析においても，矢板の曲げモーメ

ントは降伏以下で，判断結果と整合している．以上のよ

うに，全ての比較結果で，推定法と再現解析結果は概ね

整合しており，前面矢板の健全度評価は妥当であったと

考えられる． 

 

 

7. まとめ 
 
本稿では地震後に行われた各調査結果をもとに，各岸

壁の被災状況の整理，岸壁によって被災度合いが異なる

要因の分析，能登半島地震の再現地震動を使用した 2次

元地震応答解析による各岸壁の再現解析，各岸壁の鋼部

材の健全度評価を行った．主な結論は以下の通りである． 

 

(1) 地震時挙動の要因と解析 

a) 物専岸壁と隣接する 2 号岸壁 B 区では同じ控え直

杭式鋼矢板構造，同じ部材諸元であるものの，岸

壁法線の変位量に大きな差が見られた．この変位

量の差は，コンパクションによる液状化対策実施

の有無によるものと考えられる． 

b) 更に，2号岸壁C区では，岸壁法線の変位量が極め

て小さかった．これは，2号岸壁C区の矢板背後地

盤が埋立土ではなく，比較的堅固な原地盤である

Dc層であったことが主たる要因と考えられる． 

c) 本検討においては，低改良のコンパクション地盤

及び細粒分の高い砂地盤を「液状化しない設定」

とすることで，2次元地震応答解析は，実際の被災

による変位量を概ね再現することが出来た．これ

により，解析によっても液状化対策が岸壁の変位

量を減少させたことを説明することが出来た． 

 

(2) 健全度評価の妥当性 

a) 潜水調査に基づく推定法と再現解析による前面矢板

の曲げモーメント評価結果は概ね整合しており，今

回行った前面矢板の健全度評価結果が概ね妥当であ

ることを示した．また，推定法は前面矢板の降伏を

考慮できないといった実運用における留意点を考察

した． 
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